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の認知件数は前年度の 2.82 倍の 198,108 件であり，これは，調査を開始して以来過去最高




当数のいじめが発生していることが予想される．2012 年度の児童生徒の自殺者数は 196 人
であるが，そのうち原因がいじめによると把握されているものは 3.1％あり，いじめ問題は
解決すべき重要な社会問題のひとつである．2011 年 10 月 11 日に滋賀県大津市の市立中学
校男子生徒（当時 2 年生）がいじめを苦に自宅で自殺するという事件（大津市中 2 いじめ
自殺事件）が発生し，この事件を誘因として，2013 年 6 月 28 日にいじめ防止対策推進法





















Figure 1 全国のいじめ認知（発生）件数の推移 













Figure 2 いじめの構造 






































（不効用） b を負担することとなり，プレーヤーの利得はw-bである． 
















め」を報告する人数が示されている．3，4 行目の R,S は当該プレーヤーの戦略であり，各
セルの値は対応する戦略の組合せの下でのプレーヤーの利得を示している． 
   
Table 1 A player’s benefits when she selects two strategies,  
the tattling strategy R and the not tattling strategy S 
case 1 2 3 
Numbers of other tattlers X<=t-2 X=t-1 X>= t 
R (tattle) w–b–c w–c w–c 











プレーヤーが戦略 R を取ったときの期待利得𝐸𝑅(𝑞)，戦略 S をとった時の期待利得𝐸𝑆(𝑞)は，
次式で表すことができる． 
 
𝐸𝑅(𝑞) = 𝑝1(𝑤 − 𝑏 − 𝑐) + 𝑝2(𝑤 − 𝑐) + 𝑝3(𝑤 − 𝑐)⋯ (1)              = 𝑤 − 𝑐 − 𝑏 ∙ 𝑝1(𝑞) 




𝑝1(𝑞) = � 𝑛−1𝐶𝑖𝑞𝑖(1 − 𝑞)𝑛−1−𝑖 ⋯ (3)𝑡−2
𝑖=0
 
𝑝2(𝑞) = 𝑛−1𝐶𝑡−1𝑞𝑡−1(1 − 𝑞)𝑛−𝑡 ⋯ (4) 






不効用𝑏 ∙ 𝑝1(𝑞)を引いたものになることを示している．式(2)は，もしプレーヤーが戦略 S
をとればプレーヤーの期待利得は，「いじめ」が存在しない状態の利得𝑤から，「いじめ」が
継続することによる期待不効用𝑏 ∙ �𝑝1(𝑞) + 𝑝2(𝑞)�を引いたものになることを示している． 
ここで,𝐸𝑅(𝑞) = 𝐸𝑆(𝑞)とおくと， 
𝑐
𝑏
= 𝑝2(𝑞)⋯ (6) 
となる． 
𝑞 = 0,1のとき各々𝑝2(0) = 0，𝑝2(1) = 0となり，その傾きは次式で求めることができる． 
𝑝2
′(𝑞) = 𝑛−1𝐶𝑡−1{(𝑡 − 1)𝑞𝑡−2(1 − 𝑞)𝑛−𝑡 + 𝑞𝑡−1(𝑛 − 𝑡)(1 − 𝑞)𝑛−𝑡(−1)} = 𝑛−1𝐶𝑡−1�𝑞𝑡−2(1 − 𝑞)𝑛−𝑡−1�(1 − 𝑛)𝑞 + 𝑡 − 1��⋯ (7) 
式(7)の 𝑛−1𝐶𝑡−1,𝑞𝑡−2, (1 − 𝑞)𝑛−𝑡−1はそれぞれ正の数であるので，(1 − 𝑛)𝑞 + 𝑡 − 1の値の正
負によって𝑝2(𝑞)の符号が変化する．𝑝2′ (𝑞) = 0なる𝑞を𝑞0とおくと， 
𝑝2





Figure 3  Graph of 𝒑𝟐(𝒒𝟎) < 𝒄𝒃. 
 
Figure 3 は𝑝2(𝑞0) < 𝑐𝑏となる時の𝑞に対する𝑝2(𝑞0)の値の変化を示したものである．
𝑝2(𝑞0) < 𝑐𝑏のときは，常に𝐸𝑠(𝑞) > 𝐸𝑅(𝑞)が成り立つ． 
 
Figure 4  Expected payoffs in the case of 𝒑𝟐(𝒒𝟎) < 𝒄𝒃. 
 













































































































Figure 4 は，𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏となる時のプレーヤーの戦略 Rと Sとの期待効用𝐸𝑅(𝑞)と𝐸𝑆(𝑞)の関




 Figure 5 Graph of 𝒑𝟐(𝒒𝟎) = 𝒄𝒃 
 
Figure 5 は𝑝2(𝑞0) = 𝑐𝑏となる時の𝑞に対する𝑝2(𝑞0)の値の変化を示したものである．
𝑝2(𝑞0) = 𝑐𝑏のときは，𝑞 = 𝑞0で𝐸𝑠(𝑞0) = 𝐸𝑅(𝑞0)，その他の𝑞において，𝐸𝑠(𝑞) > 𝐸𝑅(𝑞)が成り
立つ．Figure 6 は，𝑝2(𝑞0) = 𝑐𝑏となる時のプレーヤーの戦略 Rと Sとの期待効用𝐸𝑅(𝑞)と𝐸𝑆(𝑞)
の関係を示したものである. この場合も𝐸𝑠(𝑞0) = 𝐸𝑅(𝑞0)となる場合を除いて，常に
𝐸𝑠(𝑞) > 𝐸𝑅(𝑞)となるため，「いじめ」は報告されず，解消されないであろう． 
 















Figure 7 は𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏となる時の𝑞に対する𝑝2(𝑞0)の値の変化を示したものである．
𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏のときは ,0 < 𝑞1 < 𝑞0なる𝑞1と，𝑞0 < 𝑞2 < 1 なる𝑞2の 2 点において𝐸𝑠(𝑞1) =
𝐸𝑅(𝑞1)，𝐸𝑠(𝑞2) = 𝐸𝑅(𝑞2)である．0 ≤ 𝑞 < 𝑞1,  𝑞2 < 𝑞 ≤ 1 なる𝑞に対しては，𝐸𝑠(𝑞) > 𝐸𝑅(𝑞)，























































































ES(q) n=20, t=15, w=120, b=110, c=22 




𝑞_1 𝑞 𝑞2 







る．また，𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏が成り立つときに限り，さらに 2 つの混合戦略ナッシュ均衡が存
在する． 
(2) 𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏のとき，𝐸𝑠(𝑞) < 𝐸𝑅(𝑞)なる 𝑞の区間[𝑞1,𝑞2]が存在する．ここで，𝑞0 = 𝑡−1𝑛−1であ
る．逆に，𝑝2(𝑞0) ≤ 𝑐𝑏のときは，常に𝐸𝑠(𝑞) ≥ 𝐸𝑅(𝑞)となる． 
 
 
Figure 8 Expected payoffs in the case of 𝒑𝟐(𝒒𝟎) > 𝒄𝒃. 
 
Figure 8 は，𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏となる時のプレーヤーの戦略 Rと Sとの期待効用𝐸𝑅(𝑞)と𝐸𝑆(𝑞)の関
係を示したものである. このとき，𝑞1 < 𝑞 <  𝑞2なる 𝑞に対して𝐸𝑠(𝑞) < 𝐸𝑅(𝑞)が成りたつの
で，「いじめ」は報告され，報告者の数が閾値𝑡を上回った場合に「いじめ」は解消される．
柴田ら[６]の結果においては，𝑞1 < 𝑞の範囲で常に𝐸𝑠(𝑞) > 𝐸𝑅(𝑞)となっているが，我々の結















































































































命題 2 の証明 
𝑐
𝑏
















′ (𝑞)⋯ (10) 
ここで， 
𝑝2
′(𝑞) > 0 𝑓𝑜𝑟 𝑞 < 𝑞0   ⋯ (11) 
𝑝2
′(𝑞) = 0 𝑓𝑜𝑟 𝑞 = 𝑞0  ⋯ (12) 
𝑝2




< 0⋯ (14) 
𝑑𝑞2
𝑑𝑏
> 0⋯ (15) 
となる．C についても，𝑐
𝑏

















Table 2  transition 𝒒𝟏  and 𝒒𝟐  of  in the case of elevating 𝒕  while keeping 𝒏 
unchanged (𝒏 = 𝟐𝟎,𝟑𝟎,𝟒𝟎,𝟓𝟎) 
n  t  q1 q2 n  t  q1 q2 n  t  q1 q2 n  t  q1 q2 
20 
2 0.01 0.18 
30 
3 0.019 0.161 
40 
4 0.031 0.148 
50 
5 0.04 0.14 
4 0.07 0.3 6 0.098 0.268 8 0.119 0.252 10 0.134 0.241 
6 0.15 0.42 9 0.192 0.371 12 0.218 0.352 15 0.236 0.339 
8 0.24 0.51 12 0.291 0.472 16 0.32 0.451 20 0.339 0.437 
10 0.34 0.61 15 0.392 0.573 20 0.422 0.552 25 0.442 0.537 
12 0.44 0.71 18 0.494 0.674 24 0.523 0.654 30 0.523 0.639 
14 0.55 0.8 21 0.595 0.774 28 0.622 0.756 35 0.641 0.743 
16 0.65 0.89 24 0.696 0.871 32 0.722 0.856 40 0.739 0.845 
18 0.76 0.97 27 0.801 0.957 36 0.824 0.948 45 0.838 0.941 


























大値は，𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏であれば，𝑞0 = 𝑡−1𝑛−1である．これらのグラフ全てにおいて𝑦 = 𝑝2(𝑞)と𝑦 = 𝑐𝑏
との 2つの交点𝑞2,𝑞1が存在する．このときグラフより，𝑡が大きくなるにつれて𝑞1も𝑞2も共
に増大していることがわかる．また，中央のグラフにおいて𝑝2(𝑞0) < 𝑐𝑏であっても，左右端
のグラフにおいて𝑝2(𝑞0) > 𝑐𝑏であれば，𝑦 = 𝑝2(𝑞)と𝑦 = 𝑐𝑏との 2つの交点𝑞2,𝑞1が存在する． 







Figure 9  Graph of 𝒑𝟐(𝒒) in the case of elevating 𝒕 while keeping 𝒏 unchanged 
 
 





















































を一定にしながら𝑛 を増加させると lim𝑛→∞ 𝑞1 = lim𝑛→∞ 𝑞2  となる． 
 
ここで，任意の𝑞(0 < 𝑞 > 1)に対して， 







で自分以外のプレーヤーが報告した割合は 𝑞𝑅 = 𝑟−1𝑛−1となる．また，1 回目に報告しなかった
















ことを想定して，期待効用の高いほうを 2 回目に選択すると仮定しよう． 
 
Figure 12  Expected payoffs in the case of 𝒒𝑹 < 𝒒𝑺 < 𝒒𝟏. 
 
𝑞𝑅 < 𝑞𝑆 < 𝑞1，または，𝑞2 < 𝑞𝑅 < 𝑞𝑆ならば全員が戦略 S を選択し，𝑞1 < 𝑞𝑅 < 𝑞𝑆 < 𝑞2な
らば全員が戦略 R を選択する．Figure 11 は，𝑞𝑅 < 𝑞𝑆 < 𝑞1となる場合においてプレーヤー
が戦略 S を選択することを示したものである．また， 𝑞𝑅と𝑞𝑆の差は大きくないため発生頻
度は大きくはないが，理論的には次のような現象が生じる可能性がある． 
𝑞𝑅 < 𝑞1 < 𝑞𝑆の場合は，1 回目に戦略 R を選択したプレーヤーは 2 回目には戦略 S を選
択し，1 回目に戦略 S を選択したプレーヤーは 2 回目には戦略 R を選択するという逆転現
象が生じる．𝑞𝑅 < 𝑞2 < 𝑞𝑆の場合は，1 回目に戦略 R を選択したプレーヤーは 2 回目も戦略
R を選択し，1 回目に戦略 S を選択したプレーヤーは 2 回目も戦略 S を選択するという不







目に戦略 R を選択したプレーヤーは， 
�
もし，𝐸𝑅(𝑞𝑅) ≥ 𝐸𝑆(𝑞𝑅)ならば，戦略 R を継続する                     
もし，𝐸𝑅(𝑞𝑅) < 𝐸𝑆(𝑞𝑅)ならば，𝐵𝑅の確率で戦略 S に変更し，(1 −𝐵𝑅)の確率で戦略 S を継続する   
ER(q) 
ES(q) 





同様に，m 回目に戦略 S を選択したプレーヤーは，𝐸𝑅(𝑞𝑅) > 𝐸𝑆(𝑞𝑅)の場合のみ𝐵𝑅の確率で
戦略 R に変更する．Figure 12 は，この調整プロセスを図解したものである． 
 




命題 3.  
𝑞 = 0,𝑞 = 𝑞2の 2 点が安定な均衡点であり，𝑞 = 𝑞1は不安定な均衡点である． 
 
命題 3 の証明 
たとえば，ある回にプレーヤー全員が戦略 R を選択するようなことが発生しても，
次回以降戦略 R を選択する人数が徐々に減少し𝑞 = 𝑞2の点へ収束する．𝑞𝑅 < 𝑞1 < 𝑞2 <
𝑞𝑆の場合は，徐々に戦略 R を選択するプレーヤーが増加し𝑞 = 𝑞2の点へ収束する．
𝑞𝑅 < 𝑞𝑆 < 𝑞1の場合は，徐々に戦略 R を選択するプレーヤーが減少し𝑞 = 0の点へ収束
する．𝑞𝑅 < 𝑞1 < 𝑞𝑆 < 𝑞2の場合において，m 回目に戦略 R を選択したプレーヤーをr(𝑚)
人とおくと， r(𝑚 + 1) = 𝑟(𝑚) − ∆𝑅 + ∆𝑆 
と書ける． 
ここで，∆𝑅は，m 回目に戦略 R を選択したプレーヤーのうち(𝑚 + 1)回目で戦略 S に
変更したプレーヤーの数である．∆𝑆は，m 回目に戦略 S を選択したプレーヤーのうち
𝐸_𝑅 (𝑞) 
𝐸_𝑆 (𝑞) 




(𝑚 + 1)回目で戦略 R に変更したプレーヤーの数である．この場合， 𝑟(𝑚 + 1)は𝑟(𝑚)と
まったく変わらないか，すこしずれる程度であるが，何回か後には容易に𝑞1 < 𝑞𝑅 < 𝑞𝑆
あるいは𝑞𝑅 < 𝑞𝑆 < 𝑞1となり，𝑞 = 𝑞2あるいは，𝑞 = 0の点へと収束することになる．し
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